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米国フロリダ州における校長職をめぐる改革の動向について
東京学芸大学浜田博文
1 .はじめに
本稿は、米国フロリダ州における校長職をめぐる改革の最近の動向について、実地調査によって
得た諸種のデータを主な拠り所として述べようとするものである。
筆者は、 1996年3月より同年9月までの約6ヶ月間、米国フロリダナト!マイアミ (Miami)近郊の
Barry University において研究する機会を与えられた。滞米中、同大学の教育学大学院での授業聴
講やインタヴュー調査、他大学でのインタヴユーおよび資料収集調査、学校訪問調査、校長-教員
研修プログラムへの参加-実地見開等をもあわせて、校長職をめぐる改革動向を目の当たりにする
機会を少なからず得ることができた。本稿は、これらによって得られたデータをもとに、最近の校
長戦にかかわる諸動向を整理して書きとめることを試みる。
I. 大学院授業の聴講から
アメリカ合衆国において、校長は免許状を必要とし、詳細は各ナ1'によって異なるが、その取得要
件は、①教員免許状の所持、②一定期間の教授経験、③修士以上の学位取得、④大学院における単
位修得によって構成されている。フロリダ州もその例外ではない。問州ではとくに1980年以来、教
育改革における管理職の重要性に着目してフロリダ州教育経営審議会 (FloridaCouncil on 
Educational Management， FCEM) を設置、「優れた校長jの資質能力内容などを具体的に検討し
たのち、 1986年に新制度が導入された。
新制度は、免許状を「教育リーダーシップ (Level1 = Educational Leadership) J i学校長
(Level 2=School Principal) J i専門職学校長 (Leve13ニ ProfessionalSchool Principal) Jの3段階
に分けている。「教育リーダーシップJは「教員としての教授経験Jと「知識・理論jを要件とし、
「学校長jは副校長やインターン校長としての「優れた職務遂行能力jを、そして「専門職学校長j
は正規の校長として 3年間以上の「特に優れた職務遂行成果Jを要件とするものである(1)。うち
「教育リーダーシップJの取得要件のなかに「修士以上の学位取得Jと「大学院における単位修得J
が含まれており、大学院での課程履修は「教育リーダーシップJ免許状取得のための必須要件とな
っている。こうした機会を通じて修得された知識・理論は、州教育省が実施する筆記試験
(Florida Educational Leadership Examination， FELE) によって確認されるしくみになっている。
このように、校長職の養成過程の一環に位量づけられている大学院の授業を、筆者は聴講するこ
とができた。まずはその様子から話をはじめたい。
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滞在したBarryUniversityは、 1940年にBarryCollegeとして創設されたカトリック系私立大学で
ある。 LiberalArts Collegeとして発展してきたが、 1981年にBarryUniversityと改称し、現在、学
部(Undergraduate)と大学院(Graduate)をあわせて約6，500名の学生と500余名の教職員を擁する総
合大学になっている。
教育学部(AdrianDominican School of Education)の学部段階には初等教育 (Elementary
Education)専攻があり、大学院には16の専攻領域にわたる教育学修士(Masterof Science in 
Education)の学位取得プログラム、 11専攻領域にわたる教育専門土(Specialistin Education)の学
位取得プログラム、そして「リーダーシップと教育j博士学位 (Doctorof Philosopby in 
Leadership and Education)取得プログラムが設置されているi九
筆者が聴講したのは、大学院修士課程の教育 1)ーダーシップ専攻(Masterof Science in 
Educational Leadership)の授業「学校と地域との関係J(School and Community Relations)と、博
士課程の 1)ーダーシップ専攻で開講された f組織変革J(Organizational Change)であった。
1. School and Community Relations の授業
School and Community Relationsは、教育学部副学部長(AssociateDean)であるデイーゼツク氏
(Dr. John Dezek)の担当であった。彼はミシガン州の高校で英語とジャーナリズムの教員として
の経験をもち、その後、学区教育委員会の広報部長 (Directorof Public Relations)、ミシガンナ1'内
の大学の教育学大学院研究科長 (Deanof Graduate Studies) を務めた後、同大学に迎えられた。
授業は 3 月末から 5 月はじめにかけて、土曜日の8:30~17:00という 5程で 5回開講された。受
講生は約30名で、ほとんどは現職の教員やガイダンス・カウンセラーなどの学校教職員である。授
業形態は、全体として、テキストに書かれた基礎的な知識を解説するレクチャー中心であった。と
くに、“Community"の概念に含まれる多様な主体を確認し、それらにどう対応し、相互にどんな
関係を築くべきかのノウハウが主題となることが少なくなかった。
なかでも「報道関係者との対応 (Workingwith the Press) Jというテーマは印象的であった。内
容は、「質問には正寵に答えることJi迅速に対応することJi報道/調査は公共財であることJi自
分の私的な時間を広報に使わないことjなど、文字どおりのノウハウの解説で、授業形態もとりた
てて特徴的ではない。が、毎朝配達される新開の地方版に地域の学校の個別的な情報が載らない日
はないということに関心を寄せていた筆者には、その背景の一端に触れた思いがした。また、筆者
が日本を離れる頃、ちょうど「いじめ自殺J事件が社会的関心を集めていたのだが、事件のたびに
学校管理職が要領をえないまま記者会見の席に臨んでいた光景も、このとき筆者の脳裏によみがえ
ってきた。
個別学校の内部で営まれる教育活動とそれにかかわる情報が、コミュニティにとってすぐれて公
共的なものだという認識が、日本人の間にはあまりない。たとえば、家族に学齢児がいなければ、
自宅と巨と鼻の先に公立学校があっても、そこでいったいどんな教育がおこなわれているかも知ら
ない、あるいは知らされない状況がある。在籍する鬼童生徒が不幸な事件の当事者になってしまっ
たときに初めて、学校は極端な「オープンさJを強いられる。いきなりプレスの面前にひっぱりだ
された管理職が要領を得ない対応をとることで、ますます周囲の不信感をまねくこともある。むろ
-77 -
f学校経営研究j第23巻 1998
ん「報道関係者との対応jというテーマが日本の学校と地域との日常的な関係にそのままあてはま
るとはいえないが、「関かれた学校Jの今日的な意味を、抽象的なスローガンではなく、
“Accountability"概念と関連させて問い直す必要性を感ずる。
この授業でもう lつ印象に残っているのは、「日本における学校と父母との関係(Schooland 
Parents Relations in ]apan) Jというテーマでプレゼ、ンテーションする機会を与えられたことであ
る。 3頁ほどのレジュメを配布し、用意した原稿を読み上げたものの、筆者自身の語学力の問題も
あって必ずしも十分に意思が伝わらなかった感はぬぐいえない。だが、学級担任と保護者との個別
的なコミュニケーション手段として「家庭訪問」を紹介し、子どもの人格全体に対する理解を教師
に求める保護者のメンタリティを自己体験に基づいて伝えようとした際に受講生の問にみられたけ
げんそうな反応、学校週 5日告IJが実施される過程で「土曜日に子どものめんどうを誰がみるのか?
子どもはどこへ行けばいいのか?Jという議論が交わされたことを紹介した際の“爆笑"などが印
象的であった。
2. Organizationa! Changeの授業
Organizational Changeは、もう l人の副学部長で筆者の受け入れ教授であるリフティン女史
(Dr. Elaine Liftin) の担当で、 5 月中旬から 7 月末までの毎週火曜日 18:00~21:30(全12回)という
日程であった。受講生は20名程度だが、学校教職員だけでなく多様な職種の現職者がいた。この授
業は前掲の授業とは異なり、大半が動きのある活動的な形態であった。
シラパスに記された毎回のトピックは以下のとおりである。
Session 1 コース概観/期待(CourseOverview /Expectations) 
Session 2 組織変革(OrganizationalChange) 
Session 3 効果的なリーダーシップ(E百ectiveLeadership) 
Session 4 変革の条件(Conditionsfor Change) 
Session 5 集団変革(GroupChange) 
Session 6 組織内コンフリクトの経営(ManagingConi1ict in Organization) 
Session 7 促進的リーダーシップ/戦略(FacilitativeLeadership/Strategies) 
Session 8 関係者らを関与させる (InvolvingStakeholders) 
Session 9 個々人の変革(IndividualChange) 
SessIon 10 ネットワークづくり一支援ティームづくり (Networking-Building a Support Team) 
Session 11 再構築(Restructuring)
Session 12 新システムづくり (Buildinga New System) 
リフテイン女史は、小・中・高校での教員経験をもち、その後、デイド・カウンティ教育委員会
(Dade County Public Schools)で教育行政官としての実績を積んでいる。筆者が彼女に初めて会っ
たのは、 1988年7丹、教育委員会のオフィスでであったO 当時彼女は、人的資源開発部 (Bureau
of Human Resource Development)の部長 (ExecutiveDirector) として、同学区の教員研修プロ
グラムの企画・運営にあたっていた。その後、小学校(マグネット・スクールの 1っと開いている)
の校長を務め、ナト!教育省に設置されたフロリダナH教育改革・アカウンタピリティ委員会 (The
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Florida Commission on Education Reform and Accountability、1991年設置)のリソース・パーソ
ン (ResourcePerson) として現在まで州全体の教育改革施策に関与している(問委員会について
は後述する)。その問、 1994年から同大学の教育学部副学部長として迎えられた。
この授業では、グループ・ワークやデイスカッションをおりまぜた多様な授業形態を通じて、組
織の中にいかにして変革を生み出し浸透させるかという課題がつねに間い続けられた。彼女の教
員・学校管理職・教育行政官としての多様な経験、さらにはナ1'教育政策の形成・実施者としての豊
富なキャリアが、この授業の!詰所に映し出され、きわめてプラクテイカルな内容であった。
とくに印象深いのは、 Session2のなかで行われた“MakingChange Game"で、ある口 4~ 5人程度
の小グループに分かれ、それぞれが架空の学区の中に設置された「公正委員会 (TheEquity 
Committee) Jの委員(教員・保護者・その他のスタッフで構成)になったつもりで、 2年間のあ
いだに学区内に変革を引き起こす成否を競い合うシミュレイション・ゲームである。あらかじめ、
さまざまな個性・特徴やキャリアをもっ教員や保護者らが学区を構成していると想定する。かれら
の特徴をみきわめながら、適切な手順で個人や集団に対して的確なはたらきかけを積み重ねること
によって、めざす変革がしだいに多くの人物のあいだに浸透し、生徒の学業成績が高まる、という
前提のもとで、架空の学区の中での変革推進者を疑似体験させるゲームである。
配布された資料によれば、このゲームは次のことを学習することをねらいとしている口組織を構
成する個人個人に対して、適時、適切なはたらきかけをして段階的に変革志向性を高めていく術を
ゲームの中で体験することが目指されていることがみてとれよう。
①変革は時間と忍耐を要する。
②個人は変革過程の諸段階を通じて前進し、異なる段階では異なるニーズをもっ O
③変革ストラテジーはその人のニーズに合わせて選ばれたときに最も効果的にはたらく。
④変革が起きるためには行政的な支援と承認が必要である。
①十分な数の支援をつくりだすことは、行政的な支援をつくりだすのと同じくらい重要である。
⑥個人あるいは委員会は変革を組織しマネージする責任を負わねばならない。
⑦目標は生徒に利益をもたらすことであって、スタッフを「変える」ことにあるのではない。
③変革の成功は計画と経営によってなされるものである。
これらの表現それ自体はなんの変哲もない内容である。しかし、限定された机上のルールのもと
とはいえ、組織内部の人々の認識に変革をもたらし、それを浸透させる戦略を具体的な状況にそく
して考え、実行する体験は、たしかにエキサイテイングなものであった。
現. i校長センターJに関連する 2つの会議への参加から
1. 13th Annual Conversation of International Network of Principals' Centers 
筆者が渡米する直前になって、南フロリダ教育指導者センター (SouthFlorida Center for 
Educational Leaders)のモラ一所長 (Dr.Gayle Moller， Executive Director)から 1通の手紙が届
いた。 4月30日から 5月3Bの問、マイアミの北30マイルほどにあるフオート・ローダーデール
(Fort Lauderdale)で開催される校長センタ一国際ネットワーク年次会議への案内状であった。前
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述のリフティン女史は同センターの運営委員の l人であり、筆者が参加できるようはたらきかけて
くださったようだった。
校長センター (Principals'Center) とは、校長の職能成長を促すために校長自身の手によってつ
くられた組織で、 1981年、ハーバード大学教育大学院 (HarvardGraduate School of Education) 
にパース氏 (Mr.Roland S. Barth， Senior Lecturer)のイニシアテイヴで設立されたものがその端
緒であった。その後短期間の間に各地に同様の組織が設立されて全米ネットワーク (National
Network)が組織されたi九1988年の訪米のとき、筆者はハーバードの校長センターを訪れ、全米
ネットワーク事務局のアッカーマン氏 (RichardAckerman) にインタヴューしていた。手元に残
っている1990年のニューズレターには第7回の「全米Jネットワークの年次会議の案内が掲載され
ており、「国際Jネットワーク (InternationalNetwork)がつくられたのはそれ以後のことだと思
われる。そのような校長センターの国捺会議が筆者の滞米中、滞在地のすぐ近くで開催されるとい
う思いがけない偶然に、驚かずにはいられなかった。
会場で手渡された参加者リストによれば、参加予定者は273名、大部分は米国内、その多くはフ
ロリダ州内からであった。当日くばられたハンドブックによれば、国外からの参加者はオーストラ
リア、パハマ、カナダ、中華人民共和国、ハンガリ一、インド、インドネシア、イスラエル、イタ
リア、ジャマイカ、日本、メキシコ、オランダ、ロシア、南アフリカ、スエーデン、タイ、イギリ
スの18カ国からとされている(日本人は筆者のみ)。それぞれ、校長や教育行政官、大学の研究者
らであった。参加者の中で最も多いのは小学校長だったが、中学校・高校の校長、学区教育行政官、
校長センター運営者のほか、ナ1-内からはかなり多くの指導層教員 (TeacherLeaders)が参加して
いた。
第 1日の午後は他国や他地域からの参加者を対象とする学校めぐりが企画された。事前に提出し
ていた億人の希望に基づいて数人のグループにわかれ、地元の校長らが車で近隣の学校へ案内して
くれるツアーだった。筆者はイギリスの学校査察官-ローズ氏 (Mr.Richard Rose)、パハマの校
長・ミラー女史 (Ms.Elizabeth Miller)、フロリダ州都タラハッシーの校長・グリーン女史 (Ms.
Binky Greene) とともに、ブロワード・カウンティ内の中学校副校長・メンデルソン女史 (Ms.
Carol Mendelson) に2つの学校 (WalterC. Young Middle SchoolとPlantationMiddle School)に
案内していただいた。
第2日以降のプログラムは、あらかじめ10----12名づつに分けられた26のティーム(五omerooms)
を基本単位としたグループ・ワークと全体会(3度の講演会を含む)とをおりまぜて構成されてい
た。各ティームは異なる国や地域からの参加者によって構成され、それぞれに南フロリダにゆかり
のふかい動植物の名前が冠されている。グループ0 ・ワークはまず、各ティーム単位で他のティーム
に対して自己紹介をするところから始まる。 1-2時間程度の準備時間と紙・ペン・のり・はさみ
などの小道具が与えられ、制限時間(1 ~ 2分?)の中でいかに自ティームメンバーの特徴をPR
するかのパフォーマンスを競うものである。この過程を通じて、同じティーム内で自己紹介や役割
分担がなされ、コミュニケーションが活性化される。また全体会の雰囲気も一気に軟化され、フラ
ンクなものとなる。有志のエキストラ・アクティピティとしてピーチでおこなわれた「未来の学校
(School of the Future) Jの砂彫刻づくり (SandSculpture) においても同じようにグループ・ワー
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クを体験する。
これらをきっかけにして、休憩・食事の時間など、あらゆる機会を通じてたがいのキャリアや勤
務校の状況などに関する情報交換がなされていた。筆者自身も、休憩時間や夕食の時間を通じて、
数多くの校長あるいはその職能開発に携わる人々と交流する機会をもつことができた。
2. South Florida Consortium of Schools 
南フロリダ教育指導者センタ一所長のモラ一女史に、同センターで企画している研修プログラム
の参観をお願いしたところ、 8月にフオート・ローダーデールで予定されている会議に参加させて
いただけることになった。それが、 8月 7日--9日の南フロリダ学校協議会 (SouthFlorida 
Consortium of Schools)の会議である。
南フロリダ教育指導者センターは、同州南部の 5つのカウンティ (Broward，Collier， Dade， 
Monroe， Palm Beach)内の公・私立学校の学校管理職および指導層教員らの職能成長のための活
動を企画・実施する組織である。「センタ-Jというとわれわれ日本人としてはすぐに研修のため
の講義室や宿泊室をもっ立派な建物や研修をリードする指導主事などの人的スタッフをイメージし
がちである。だが、このセンターはそれにあてはまらない。オフィスはショッピングセンターのな
らびにあるテナント 1区画分のこじんまりしたもので、専任スタッフの数も所長のほかはセクレタ
リー数名にすぎない。「センターjは場所・空間を意味するのではなく、むしろネットワーク組織
を意味すると理解した方がよい。各学区の研修担当行政官や校長、それに提携関係にある近隣の大
学等の代表25名からなる運営委員会 (Boardof Directors)があり、モラ一女史はその委員長・ウ
ィリアムス氏 (Mr.James Williams) と相談しながらプログラムの企画を練っている様子であった。
彼女はブロワード・カウンティで教員・学校管理職として勤務した後、学区の教員研修担当行政
官を務めた。共同的意思決定 (SharedDecision Making)のための職能開発をテーマに、コロンピ
ア大学で博士学位を取得し、最近では学校改善における教員のリーダーシップ (Teacher
Leadership) と協働に強い関心を抱いているにそうした彼女自身のキャリアと問題関心が、同セ
ンターの企画には色濃く反映しているようであった。前述の国際ネットワーク会議のおりに、筆者
は、数年前まで同センターの名称、が「南フロリダ行政・管理指導者センター (SouthFlorida 
Center for Executive Leaders) Jであったことを知り、なぜ名称、を変えたのかを彼女に尋ねてみた。
こたえは、教育行政官でも学校管理職でもない教員の中の指導者層をも視野に含めるためだという
ことであったD 学校内部の改革をすすめるには指導層の教員によるリーダーシップが重要だとする
彼女の基本認識は、同センターの名称、にも象徴的に示されているといえよう。
さて、南フロリダ学校協議会は、 1995年から準備に着手して1996年3月から始められた学校関の
共同組織ともいうべきプログラムである。そのねらいとするところは、管理職および教員の職能開
発と、学区の垣根をこえた学校どうしのネットワークづくりにある。 1996年秋からは各学校が自校
の連携学校 (PartnerSchool)を選んで、教員相互の学校訪問の機会をつくるなどして、協働的に
学ぶ関係をつくることが構想されていた。 1996-1997年度現在の加盟校は20校(公立小学校13、公
立中学校3、公立小・中併設校 1、公立高校 1、私立学校2)で、会議への参加は各学校単位で、
それぞれの学校から校長・副校長および数名の教員が出席していた。筆者はパーム・ピーチ・カウ
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ンティのBocaRaton Middle Schoolのティーム(校長と教員4名)に加わるかたちで参加した。
プログラムは、①学校単位のミーテイング形式と②テーマ別のミーティングに各学校からメンバ
ーが参加する形式によって構成されている。今回の会議では連携学校の相手探しを意図した各学校
ティームによるパネル形式の学校紹介と質疑が半日かけておこなわれた。その後、学校改善にかか
わる 4つの分科会に各ティームから l名以上が参加する形式でミーティングがもたれ、終了後には
各学校単位のミーティングでそれらを共有しあう時間が設定されている。
各学校ティーム内部の協働化と他の学校との協働関係づくりをおりまぜながら、学校全体として
の改革を参加者に意識させ、そのための職能成長をうながすという性質を、このプログラムはもっ
ている o Boca Raton Middle Schoolのリード校長 (Dr.Dick Reed)によれば、 4年前まで、研修プ
ログラムの参加者は校長だけだった。ところがある時、一人だけ教員を連れてきた校長がいた。そ
れ以後、数多くの教員を連れてくるようになったという。このことは、先に紹介したセンター改称、
の理由とも符合する。また、この会議では、先の校長センタ一国際ネットワーク会議で出会った幾
人もの学校管理職や教員に再会することができた。「校長センタ-Jの会議で会ったときには当然
管理職だと思っていた人が実は教員であったということを、恥ずかしながらこのときに知った。
管見によれば、従来、アメリカの学校では校内教員の孤立性がたえず問題視されてきた。中・高
校では、授業ごとに個々の教師の教室を生徒の側が移動する。小学校では日本と同様に、一部の専
科の授業以外を 1人の担任教員が担当するが、学年レベル(子どもの発達段措)ごとの教員の専門
性意識はかなり高い。また、教室空間の物理的な独立性は日本よりはるかに高いと感じられる。教
員研修の形態も、免許状の更新にリンクしたきわめて偲人的・偲別的な形態がはばをきかせてきた
といえる。学校組織はいわば「偶業の集合体jとしての様相を示し、それを教育長一校長が管理し
指導-監督する。よって校長と教員との間にも明確な「仕切り」がある。
こうした、アメリカの学校内部における教員および管理職問の関係や教員研修についての従来の
一般通念を、この会議でのプログラム内容はくつがえそうとするものであった。学区教育局一個別
学校一学校内部の校長・教員の各者をつなぐ関係のありように小さくない変化がおきていることを
感じとらずにはいられない。
N. まとめにかえて
最後に、近年のフロリダナト!における校長職にかかわる改革動向をふりかえり、校長の役割に関す
る筆者自身の問題関心を書き留めることにしたい。
1 .校長職をめぐる近年の政策動向
フロリダナ1-では1980年に教育経営審議会 (FloridaCouncil on Educational Management， FCEM) 
を設置し、優れた職能をもっ校長を得るための選考・研修プログラム・免許基準の修正と開発など
を含む総合的なシステムづくりをすすめてきた。前述のように、 1986年には校長免許制度の改革が
おこなわれ、同時に校長選考・採用手続きの州基準の設定とそれに郎した各学区での制度改革が行
われた。
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これらの校長職制度改革は、 FCEMで開発された「フロリダ州の校長の能力 (FloridaPrincipal 
Competencies) Jに基づいておこなわれた。これは、すぐれた職務遂行能力を示した校長に関する
調査研究をもとに抽出された19項目から成る能力規準ともいえるものである。この規準の開発のた
めの研究にたずさわったマイアミ大学 (Universityof Miami) のクローガン教授 (Dr.John 
Croghan) によれば、当時、学校調査を行ったとき、優れた学校にはかならず優れた校長がいたと
いう。その優れた校長の能力を集積してっくりあげたのがこの規準であった巾O
フロリダナ1'ではその後、 1991年に、ナ1'副知事 (Mr.Buddy MacKay) および教育長 (Mr.Frank 
T. Brogan) の共同主宰 (co-chaired) のかたちで「フロリダ州教育改革・アカウンタピリティ委
員会 (FloridaCommission on Education Reform and Accountability) Jを州法により設置した。問
委員会は、学校改善とアカウンタピリティの新たな州内システムづくりについて審議し、議会とナ1'
教育委員会への勧告をおこない、そしてそのシステムの開発・実行・維持について監督する責務を
になうものとして位置づけられた。求められた「新たなシステム」の核心は、「生徒にもっとも身
近な人々一父母、教員、地域住民 (communitymembers)、および企業代表者 (business
representatives) ーに教育の責任 (responsibility) を返すことJにあった川0
問委員会は翌1992年10月、 12，000年の青写真一学校改善とアカウンタピリティのシステム
(Blueprint 2000: A System of School Improvement and Accountability) Jと題する報告書をまとめ、
7つの州目標をかかげで、それらを達成するためのナ1'内教育システムの基本枠組みを提示しだ¥
報告書は最初の頁に次のように書き記している。
「フロリダ州はこれまで学校の改革に取り組んで、きたけれども、そのイニシアティヴはさまざまだった。
州はもうこれ以上、学区や学校に手続きやプログラムを命じるようなことはしないつもりだ。しかし、州
は、学校がこの文書に示された厳格な基準と結果に適合すべく前進していくよう要請する。“Blueprint
2000"は、公教育の方法を決定づける、生徒のもっとも身近なところにいる人たちの権限を支えることによ
って、地方による統制(Iocalcontrol)を強化する。分権システムは、学校と学区に対して、個々の子どもの
ニーズによりよく合った教育プログラムを計画するためのより大きな裁量(greaterfreedom)を与えるもの
だ。この裁量に沿って、責任(responsibility)が生じる。そして、本委員会は地方のすべての意思決定者ら
(父母、生徒、教員、管理職者、教育委員会委員、中等後教育者、地域住民)に対して、この責任を受け入
れ、遂行する際の完全なパートナーとなるよう促すものである。J(μ) 
各学区と学校に大幅な裁量と責任を委ね、教員・生徒・父母・その他の市民を構成員とする学校諮
問委員会 (SchoolAdvisory Council) を設置することなどが基本的な特徴といえる。これは、個別
学校の経営のあり方とそこにおける校長のあり方に変化をひきおこす改革であった。 FCEMはその
変化を、「権威的な経営者 (authoritativemanager)から促進的な指導者 (facilitativeleader)へ
の変化jだとしている。こうした変化をふまえて、 FCEMの作業部会は1994年、「フロリダナト!の校
長の能力jを修正した。修正された19項目は表(次頁)のとおりである。各項目には、それらを有
する校長の具体的な行動が3~13項呂列挙されているヘ
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フ口リダ州の校長の資質能力 (FloridaPrincipal Cornpetencies) (抜粋)
(Florida Council on Educational Management， Human Resources Management & Development System 
Guidelines in Floηda's School Districts， 1994， pp.61-70) 
1. Proactive Orientation (前進志向) :直面あ
るいは予期されている環境条件を改善するよ
うに、他者を先導し、彼らにそれを可能にさ
せることのため、行動を起こし、それに責任
を負うための傾性とレディネス
2. Decisiveness (決断力)自己および他者に
よって行動がとられ、関与がなされるように
するため、適切なレベルでの関わり合いを用
いながら、適時に意思を決定し共有するため
のレディネスと自信
3. Commitment to Vision and Mission (未来像
と使命感への関わり)共有された学校の未
来像・使命感・価{直観にしたがって発展し行
動することの誓約
4. Interpersonal Sensitivity (対人的感受性、思
いやり) :他者の見方・考え方・アイデア・感
じ方に気づき、理解し、言葉で正確に表現し、
それらに強く応、えることができること。
5. Information Search and Analysis (情報の探
索-分析)できごとや問題を理解するまで
に、多角的な情報源、からデータを収集して分
オ斤すること。
6. Concept Formation (概念形成) :情報から、
類型と関係を理解して、概念・仮説・アイデア
をかたちづくることができる。
7. Conceptual Flexibility (概念の柔軟性) :問
題解決と意思、決定の際に、代替的または多角
的な概念や見通しを用いることができる。
8. Managing Interaction (相互作用の統御)
集団過程および促進者の技能を用いることに
よって、効果的に他者どうしを協働させる。
9. Impact/Persuasiveness (影響力/説得
力) :さまざまな手段(説得力のある主張、
例示、または専門知識の使用)を用いて、学
校関係者たちに影響をおよほし効果をもたら
す。
10. Concern for the School's Reputation (学校の
評判に対する関心) :自己・生徒・教員・スタ
ッフ・父母による印象に留意し、それらが学
校の内と外の両方でどのように伝えられてい
るかに関心を払う。
11. Tactical Adaptability (融通性のある戦術)
その状況に応じて、自分の相互作用と行動を
適合させることができる。
12. Achievement Orientation (学業達成志向)
より高い基準に到達するよう、自己と他者を
励ます呂標を設定することによって、以前よ
りもよりよくことをすすめようとすること。
13. Management Control (経営の統御) :行わ
れているしごとの進捗状況について連絡を受
けたり意見を伝えたりする体系的な手続きを
確立すること。
14. Developmental Orientation (開発志向) :自
己開発をモデル化し、指導し、学習機会を提
供することを通じて、すべての関係者の成長
と開発をめざした高度で積極的な期待を抱く。
15. Organizational Ability (組織化の能力)自
標を達成するために諸活動をデザインし、計
画し、組織化するノウ・ハウ(知識と技能)
16. Delegation (委譲) :ルーテイン化されたし
ごと以外に、遂行にかかわる権限と責任を与
えながら、他者に対してしごとを委ねる。
17. Self Presentation (自己表明) :オープンで
情報豊かで、非評価的なやりかたで、他者に
対して自分の考えを明確に表明することがで
きる。
18. Written Communication (筆記による伝
達) :適切な文法を用いて、明確に、簡潔に
書くことができる。
19. Organizational Sensitivity (組織についての感
受性) :組織の内外両方のすべての関係者に
対する、自分の行動と意志の影響に気づくこと。
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2.校長職の役割についての覚書
既述の 2つの会議を通じて筆者は、小・中・高校の多くの校長・副校長および教員と出会い、話
す機会をもった。とくに南フロリダ学校協議会の会議では、河一学校の管理職および教員と同席し、
フォーマル、インフォーマルに話すことができたのだが、従来の「教育長の権限を代行する行政官J
としての校長というイメージはほとんど影をひそめているというのが第一の実感である。前述の
FCEMの作業部会の表現を借りれば、「権威的経営者 (authoritativemanager) Jのイメージは消え
ているということになろう。同部会はそれに代わるイメージを「促進的指導者 (facilitativeleader) J 
だとしている。では、はたして「促進的指導者jとはどのような存在なのだろうか。
筆者の帰国後、中留武昭教授の監訳により f校長のリーダーシップJ(T.E.デール.K.D.ピータ
ーソン編，玉川大学出版会， 1997年)が出版された。そこで描かれた 12つのリーダーシップjの
うち、「芸術性 (arts)Jあるいは「シンボリック性 (symbolic)Jと呼ばれるものがこれに該当し
よう。
1)フテイン女史の授業で“MakingChange Game"の体験などをおりまぜっっさかんに強調されて
いたのは、学校内部に“change"を引き起こし、それを浸透させ定着させるという校長の役割であっ
た。「従来の学校を変えることJrこれまでの教員集団を変えることムそしてその変革を幅広くゆ
きわたらせることに強い関心が注がれていた。
また、校内における「協働性 (collaboration，cooperation) Jづくりへの強い関心も重要である。
指導者層教員を校内教員集団のリーダーとして位置づけ、組織運営上の役割を分担させようとする
志向性をうかがうことができる。クローガン教授とのインタヴューの中で日本の主任について説明
したところ、最近になって、フロリダナ1"でも冶radelevel coordinator"という指導的役割をになう教
員がいくつかの学校におかれはじめたということであった。また、教授のもとで指導を受けて現職
校長が書いた最近の博士論文に、「教員への委任 (EmpoweringTeachers) Jをテーマにしたもの
がある、これは新しいテーマだと話してくださった。
高い独立性をたもち、いっぽうで孤立状況にありつづけた教員どうしの関係のなかに「リーダ-J
を位置づけることが、 1Ql別学校の裁量拡大とともになされつつある。そう考えると、紹介した 2つ
の会議で実践されていたグルーフワークは、校内のティームづくりを意識したトレーニングだと
とらえられよう。
それにしても、校長の役割が学校内への変革の導入のみに焦点づけて議論され、対教育行政の関
係のあり方が関われていないのはなぜなのか。学校内部の変革にむけて強いリーダーシップを発揮
しようとする場合、教育行政当局からの要請と自分自身の教育信念 .13標との合致が不可欠の条件
であろう。この点に関わって、筆者は「変革の方向性や邑標について、校長が教育行政当局と教員
との関にはさまれて苦悩することはないのか?また、校長と教育行政当局がどうしても合意に達し
ないときにはどうするのか?Jという質問を、 1)フティン女史にぶつけてみた。その答は次のよう
であった。
「最終的な目標に組離はない。教育自標を誰が決めているかといえば、究極的には教育テストサーピス
(Education Testing Service， ETS)だろう。生徒のアチーヴメント・スコアを高めることが最終的なB標
だ。そのために必要なことを学校の内部で行うのが校長のしごとである。もし万が一、学震当局の意志と
? ??
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校長の意志との間でどうしても折り合いがつかなかったら、私なら、他の学区へ行く。J
アメリカにおける校長の免許および採用制度は、校長職の身分上の独立性を支えているという事
実が、最後のことばからうかがわれる。したがって、アメリカにおける学校裁量の拡大は、校長職
のこうした身分上の独立性とあいまって、独自の学校変革を推進する可能性をもつのだといえよう。
それは、成果が笑らないときには、校長自身がその責任を厳しく追及されるということと表裏の関
係にあることをみすごしてはならない。
[注]
(1) これらについて、すでに筆者は以下の論稿で詳しく検討している。
① 北千IjJ正行・水本徳明・阿久津浩・浜田博文「現代教育改革における学校の自己革新と校長の
リーダーシップに関する基礎的研究Jr筑波大学教育学系論集j第13巻第 1号， 1988年10月，
pp.83-116 
② 浜田博文「アメリカ教育改革における校長戦の役割変容に関する一考察一校長の資質向上を
めぐる改善動向の検討を通して r日本教育経営学会紀要j第31号， 1989年6月， pp.52-68 
(2) 学部の教育内容などを詳しく紹介したCatalogによれば、「専門士(Specialist)Jとは、修士学
位の上位にあって、卓越した教授、意義深い学習、優れたリーダーシップ、創造的な研究を促そ
うとする学位である。
(3) 校長センターについても、前掲(1)の②において言及している。
(4 ) 彼女のプロフイールの紹介は、次の著書によっている。
Marilyn Katzenmeyer and Gayle Moller， Awakening the SJeeping Giant: Leadership 
DeveJopment for Teachers， Corwin Press， 1996 
(5) 1988年に全米中等学校校長協会 (NationalAssociation of Secondary School Principals)の機
関誌①で紹介され、その出典は②とされている。
① Snyder W. R. and Drummond， W. H.，“Florida Identifies Competencies for Principals， Urges 
Their Development，" NASSP BuJJetin， December 1988， pp.48-58 
② Croghan，]. H.， Lake， D. G.， and Schroder， H. M.， Identiβcation of the Competenci白 ofHigh-
Performing PrincipaJs in FJorida， FCEM， 1983 
(6) Florida Department of Education， The Basics of School Improvement and Accountability in 
Florida， URL: http://www五rn.edu/doe/binOOO48/basics.htm 
(7) The Florida Commission on Education Reform and Accountability， BJueprint 2000: A System 
of SchooJ Improvement and Accountabijjty， Approved October 6，1992 
システム構想、の詳細は本稿では検討できない。別稿においておこなう予定である。
なお、この特設定されたナトi目標領域は、①就学前の準備教育 (Readinessto Start School)、②
卒業率および中等後教育と雇用のための準備 (GraduationRate and Readiness for 
Postsecondary Education and Employment)、①生徒の学業達成度 (StudentPerformance)、④
学習環境 (LearningEnvironment)、⑤安全な学校環境 (SchoolSafety and Environment)、⑥教
員および職員 (Teachersand Staff)、⑦成人の市民的教養 (AdultLiteracy)の7つであったが、
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米国フロリダ州における校長職をめぐる改革の動向について
1996年に 8番自の呂標として「父母による関与 (ParentalInvolvement) Jが加えられた。
(8) Florida Council on Educational Management， Human Resources Management & Development 
System Guidelines in Florida 'sSchooJ Districts， October 1994 
同年、校長の職務遂行能力の基準に関心をよせる24のナ1'が関係する専門職組織とともに学校指
導者免許に関する州間協議会 (InterstateSchool Leaders Licensure Consortium) を結成して基
準作成に取り組んでいる (URL:http://www.ccsso.org/index.html)。フロリダ州はこれに加盟
していないが、担当者に書簡でその理由を尋ねたところ、「加盟の誘いは受けたが、フロリダナ1'
にはすでに前記規準があり、他ナ1'のシステムやこの基準よりも白州のほうが進んでいるので、加
盟する予定はない」との回答を得た (FromGay Nalle Howard， Director of HRMD Program 
Approval， Florida Association of School Superintendents， March 14， 1997)。
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